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１．はじめに

国土交通省では、調査・設計業務において、

総合評価落札方式を2008年度から本格的に導

入した。調達件数は、同年度の381件から2009

年度には3,405件と飛躍的に増加しており、

2010年度も更なる拡大傾向にある。

国総研では、総合評価の普及・拡大、改善の

ため、実施状況を継続的に分析しており、2009

年度の取りまとめ成果について報告する。

２．得点、業務成績の状況について

落札者の内訳を見ると、技術点の最高得点者

が落札した割合は84.3％、価格点の最高得点者

（最低価格者）が落札した割合は54.9％であっ

た。その内、技術点・価格点共に最高得点者の

割合は44.9％であり、技術と価格の総合的な評

価に優れた者が落札している。

また、技術点の比率が高くなるにつれて、最

低価格者が落札した割合が低くなり、技術競争

が優位となる傾向がうかがえる。

図１ 落札者の内訳について

総合評価の成績評定点平均は75.1点で、価格

競争と比べて1.5点高い。また、技術点の比率

が高いほど成績評定点も高くなる傾向があり、

1：3業務では75.5点と、プロポーザルの75.4点

とほぼ同等の結果となった。

３．技術提案の履行確実性評価について

総合評価の低入札発生割合は11.2％で、価格

競争の23.5％を下回る結果となったが、低入札

は技術提案の履行や人材の確保に影響を及ぼ

し、成果品の品質低下に繋がる懸念がある。

こうした背景から、品質向上策として、技術

提案の確実な履行を確保するための「履行確実

性の評価」の導入について検討した。具体的に

は、技術審査において履行確実性の度合いを1、

0.75、0.5、0.25、0の5段階で評価し、技術評

価点に反映させる仕組みである。

技術評価点への反映方法については、2008年

度の低入札業務のデータを用いて、4つの評価

方法でシミュレーションした。低入札の抑制効

果や影響を勘案した結果、「技術提案部分の得

点を減点する」方法を採用することとした。

今後は、実施状況や低入札の抑制効果につい

て検証を進め、必要に応じて評価方法の改善策

を検討していく。

４．成果の活用

これらの研究成果は、｢平成21年度年次報告

書｣等として研究室ホームページ内に掲載して

いるので、ご参照頂きたい。

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/theme03.html
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１．研究の経緯

国土交通省では、2005年4月に施行された「公共

工事の品質確保の促進に関する法律」を踏まえ、

競争参加者に技術提案等を求め、これらと価格を

総合的に考慮して落札者を決定する総合評価方式

の適用拡大を図っている。

国総研では公共工事の各発注者の参考に資する

ため、「公共工事における総合評価方式活用ガイ

ドライン（2005年9月）」等を策定している。その

後、総合評価方式の実施状況の分析や受発注者か

らの意見・要望等を踏まえて、ガイドライン等の

改定版として、2007年3月に「総合評価方式適用の

考え方」、2008年3月に「総合評価方式の改善に向

けて～より適切な運用に向けた課題設定・評価の

考え方～」をそれぞれとりまとめた。

また、各年度において、総合評価方式の改善に

向けた検討を行ってきている。2010年4月には、

2008年度における総合評価方式の実施状況につい

て分析・評価を行うとともに、入札契約手続きや

審査・評価方法の透明性を確保する観点から、工

事の総合評価落札方式等の改善に関する取り組み

方針等について検討を行い、これらの成果をとり

まとめた。（以下、「2009年度とりまとめ」とい

う。）

２．2009年度とりまとめの主なポイント

(1) 直轄工事における総合評価方式の実施状況

実績重視型（施工計画の提案や配置予定技術者

のヒアリングを実績評価で代替する簡易型）を導

入した工事における公示日から入札日までの平均

所要日数は、実績重視型を導入していない工事に

比べ、半数の地方整備局で2週間以上短縮し、3週

間程度となっていた。また、工事成績評定点の平

均点を比較すると「実績重視型」、「実績重視型

以外」とも７５点程度であり、実績重視型の導入

効果が明らかとなった。

(2) 改善方策に関するフォローアップ

2009年度に試行した「工事関連データの提供」

（20件）、「情報交換の場の設置」（22件）の改

善方策については、工事受注者等から「技術提案

作成のための情報収集のための時間・事務負担の

軽減が図られる」、「受発注者間の情報共有が図

られ、工事内容や発注者の意図等に関する理解が

深まっている」等、評価する意見がなされており、

改善方策の目的が達成できていると考えられる。

(3) 工事・総合評価落札方式等の改善に関する取

り組み方針

「入札契約手続きの透明性・客観性の確保」、

「審査・評価方法の透明性・客観性の確保」、「事

務の簡素化」等を基本的な方針として、総合評価

方式の改善に向けた取り組みについて提案した。

① 技術提案の評価結果について、具体的な評

価内容を提案企業に対して通知するととも

に、通知に対して問い合わせ窓口を各地方整

備局に設置することを提案した。

② 工事難易度の低い工事の入札参加資格要

件について、過去の実績の工事量による設定

を行わず、（総合評価落札方式の技術評価に

おける）施工能力の評価として行うことを提

案した。

③ その他、技術評価点の配点方針、技術提案

の評価方法、施工能力の評価方法、地域精通

度・地域貢献度の評価方法については、標準

案を提案した。

【参考】

2009年度とりまとめの内容については、国総研

ホームページの下記ＵＲＬを参照いただきたい。

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/index.htm
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